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本日のご説明

1.新型インフルエンザ（A/H1N1）の発生状況

2. ＢＣＰの必要性

3. A/H1N1から学ぶBCPの考慮点
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１. 新型インフルエンザ（A/H1N1）の発生状況

出典：http://idsc.tokyo-eiken.go.jp/inf/2009/Vol12No8.pdf

追加資料
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10月28日より 東京都では流行警報発令

東京都 28.09人/定点

町田 (71.22人/定点）

八王子（52.40人/定点）

多摩小平（47.14人/定点）

8保健所で定点あたり30人
28保健所で定点あたり10人
を超えている。

４４週の学級閉鎖等の報告

保育所・幼稚園 86施設

学校等 925施設

合計 1,011施設

追加資料
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都内の入院サーベイランス

平成21年7月24日～10月4日 (126名）
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インフルエンザ患者発生状況

４２週 （10/１２－１８） ４４週 （10/２６－１１/１）

前週の１．４倍
・愛知 54.44人
・秋田 53.55人
・北海道 49.08人

東京は 25.24 人（24番目）
累積推定患者数 580万人
死者 52人 (11/7時点）
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WHO・政府の動き

月　　日 WHO･国の動き等
4月24日(金) WHO/「豚インフル患者」を確認

WHO/「フェーズ4」引き上げ
国/「発生宣言」
国/第1回対策本部会合

4月30日(木) WHO/「フェーズ5」引き上げ
国/第2回対策本部会合
基本対処方針

5月 9日(土) 成田空港の検疫で感染者確認
国内で初めての感染者確認
国/「国内発生宣言」

5月20日(水) 都内で初めての感染者確認
国/第3回対策本部会合
厚生労働省・運用指針の策定

6月12日(金) WHO/「フェーズ6」引き上げ
6月19日(金) 国/厚生労働省・運用指針の改定

厚生労働省省令改正
全数把握から集団感染の把握へ

8月15日(土) 国内で初めての死亡者
感染症法施行規則改正
感染者の届出の廃止
国／対策本部会合
基本対処方針の変更
ワクチン接種の基本方針

7月23日(木)

8月20日(木)

10月1日（木）

4月28日(火)

5月 1日(金)

5月16日(土)

5月22日(金)
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企業での対応

• H5N1想定のBCPを発動

• 政府の対策変更への対応

• 感染拡大防止策が中心

• 季節性インフルエンザと同様の対策

• 既存BCPの見直し、または急遽策定
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地震との想定する脅威の違い

自然災害 パンデミック

局所的な影響 広範囲にわたる影響

物理資産へのクリティカルな影響 ヒトに対するクリティカルな影響

短期間 長期間、複数の波

限定的または予告なし 何らかの予告あり

停止した業務の早期再開 業務一時停止による感染拡大防止策

周辺地域からの支援、安全な地域への
避難が可能

周囲も感染しており支援を期待できない
安全な地域はない

自然災害と違いパンデミックでは、ヒトに対する影響が重視されます。また、被害は長期期間に
及びますが、何らかの兆候があることから、ＢＣＰを策定し対策を講じることにより被害軽減の
効果も期待できます。

被災からの復旧 被災中の事業継続
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BCP(事業継続計画)はなぜ必要か？

新型インフルエンザは 世界中誰でも感染する可能性があり、

自然災害や火災・停電などのリスクと異なり、

安全な場所へ避難、切り替え、被災していない地域からの人的・物的サ
ポートが期待できません。

企業が感染予防策を徹底し、

要員が減少した状況下でも重要業務を継続させる努力をすることで社会機
能は維持されます。

BCPは、企業の事業継続だけでなく社会機能維持の観点で必要といえます。
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感染予防策と事業継続を両立させる必要があります。全社で策定された行動計画を意識しなが
ら、事業部単位でＢＣＰを策定します。

（出典：厚生労働省 「事業者･職場における新型インフルエンザ対策ガイドライン」より）

事業継続
計画

新型インフルエンザＢＣＰの特徴

全社
行動計画



13

新型インフルエンザ対策のポイント

1.リスクコミュニケーション体制の確立
新型インフルエンザ発生後、時々刻々と変わる情報の収集。ステークホル
ダーとの情報共有、社員・業務における状況把握、各種対策の通達などを行
う体制やしくみを確立します。

2.感染拡大防止策
感染させないための対策、集団感染を防ぐ対策、感染しても重症化させない
ための対策を実施します。

3.重要業務に対するBCPの策定
パンデミックが発生時の重要業務を継続させるためのBCPを策定します。
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事業継続イメージ（自然災害の場合）

出典： 内閣府 「事業継続ガイドライン第一版」
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事業継続イメージ（新型インフルエンザの場合）

出典： 新型インフルエンザ対策ガイドライン(平成21年2月17日）
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ＢＣＰ策定での参照ドキュメント

参照すべき文書 （2009年2月17日改定版公開）

 新型インフルエンザ対策行動計画 ： 政府がとる対策

 新型インフルエンザ対策ガイドライン ： 個人・企業・地域などでとるべき対策

1. 感染拡大を可能な限り抑制し、健康被害を最小限
にとどめる

2. 社会・経済を破綻に至らせない

新型インフルエンザ行動計画の目的

参照： 内閣官房 新型インフルエンザ対策サイト
http://www.cas.go.jp/jp/influenza/index.html
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新型インフルエンザ対策ガイドライン

出典:   新型インフルエンザ行動計画 2009年2月17日改定概要資料

企
業
で
取
る
べ
き
対
策

ＢＣＰを策定する上で、以下のガイドラインを参照します。まず、「事業者・職場における新型インフ
ルエンザ対策ガイドライン」を参照し、必要に応じて他のガイドラインも参照します。
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事業者・職場における
新型インフルエンザ対策ガイドライン

欠勤率４割が数週間続く想定で重要業務を絞込む

１年以上にわたり、流行の波（2ヶ月）は複数回起きると想定

出張や会議は中止を検討

在宅勤務や職場内の宿直で業務継続

社会機能維持の観点で重要業務を選択

一般事業者は、感染リスクを軽減させるために事業を自粛
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WHOのフェーズと日本での段階（Ｈ１Ｎ１の場合）

1-3

4

5-6

時間の流れ

地理的な感染拡大

小康期

終息期

持続的なヒト-ヒト感染

動物間での感染
限定的なヒトへの感染

前段階
未発生期

第一段階
海外発生期

第二
段階
国内発
生早期

第三段階 第四段階

感染
拡大期

再燃期まん延
期

回復期 小康期

感
染
者
数

2週間 4日 3ヶ月半

各段階の時間的な進み方は 平成21年1月
実施 第4回省庁間訓練でのシナリオを引
用 （Ｈ５Ｎ１を想定した訓練）

4/28

4/30(5) 

5/16
19日

注： H5N1向け対策との関連が強いため、現在、政府は「段階」の使用を現在取りやめています。

WHO

WHO
WHOのフェーズ6/12(6) 
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発生段階と対策
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参考：感染症法での定義
新型インフルエンザは、発生するまで脅威（感染力、病原性）が判らないため 昨年の感染症法での改定でも、特別なカテゴ
リーで定義されています。各類型ごとに、患者に対する入院勧告、疫学調査、届出、就業制限などが決められています。

類型 対象の感染症 感染症類型の特徴

一類感染症 エボラ出血熱 、クリミア・コンゴ出血
熱、痘そう(天然痘)、南米出血熱、ペ
スト、マールブルグ病、ラッサ熱

感染力・罹患した場合の重篤性等に基づく総合的な観点
からみた危険性が極めて高い感染症
患者、擬似症患者及び無症状病原体保有者について入
院等の措置を講ずることが必要

二類感染症 急性灰白髄炎、結核、ジフテリア、
SARS、鳥インフルエンザ（H5N1）

感染力・罹患した場合の重篤性等に基づく総合的な観点
からみた危険性が高い感染症
患者及び一部の擬似症患者について入院等の措置を講
ずることが必要

三類感染症 コレラ、細菌性赤痢、腸管出血性大
腸菌感染症、腸チフス、パラチフス

感染力及び罹患した場合の重篤性等に基づく総合的な観
点から見た危険性は高くないが、特定の職業への就業に
よって感染症の集団発生を起しうる感染症
患者及び無症状病原体保有者について就業制限等の措
置を講ずることが必要

四類感染症 テング熱、発疹チフス、マラリア、日
本脳炎 他

動物・飲食物等の物件を介して人に感染し、国民の健康に
影響与えるおそれがある感染症媒介動物の輸入規制、消
毒、物件の廃棄等の物的措置が必要

五類感染症 インフルエンザ（鳥インフルエンザ、
新型インフルエンザを除く）、麻疹、
風疹、他

国が感染症の発生動向の調査を行い、その結果に基づい
て必要な情報を国民一般や医療関係者に情報提供・公開
していくことによって、発生蔓延を防止すべき感染症

新型インフル
エンザ等感
染症

新型インフルエンザ、再興型インフ
ルエンザ

再興型インフルエンザとは過去に流行したインフルエンザ
で、しばらく流行していなかったものが再興したもの。大部
分の人が免疫を持っていないため、爆発的な流行し、健康
被害が重大なる可能性がある。
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米国ＣＤＣでのパンデミック定義

病原性に従い5つのカテゴリーが定義されており、それぞれのカテゴリーで学校や社会に対する勧
告・要請などの対策が定められています。（2007年2月発行）

CDC: Centers for Disease Control and Prevention

致死率

感染率

現在流行している
H1N1新型は致死率
0.57%（7/24現在）
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米国DHSのパンデミック対策ガイドライン
国家レベルでの重要インフラと重要資源に関する定義、３つのパンデミックシナリオ、米国独自の
パンデミック・ステージの定義と各ステージでの実施すべき項目が述べられています。（2006年9月
発行）
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A/H1N1で学んだこと

 新型インフルエンザは H5N1だけではない

– 新型インフルエンザの特徴で、対策を選択する必要がある

 政府の運用指針の改訂は要注意

– 省令改正を正しく理解し、都度マニュアルの見直しが必要

 対策を終了するタイミングが必要

– 発動のタイミングは一斉でも、止める時はバラバラ

 対策本部が全てを判断できない

– 地域での状況は、本部には判りづらい。権限委譲が必要
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想定リスクに関する考慮点

発生する新型インフルエンザの感染力や病原性などの特徴により、対策も異なります。
発生初期で特徴が判らない段階では、まずは強い対策をとり、徐々に見直していきます。

政府の行動計画での想定

弱い

強い

弱い 強い

病
原
性

感染力

季節性インフルエンザ

強毒型（H5N1）
新型インフルエンザ

A/H1N1 新型インフルエンザ
スペインインフルエンザ（1918-1919）

アジアインフルエンザ（1957-58）
香港インフルエンザ（1968-69）

H5N1鳥インフルエンザ
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新型インフルエンザの特徴で判断できること

想定項目 国の想定

感染率 全国民の25％(東京都は30％）

欠勤率 最大40％

死亡率 0.5-2%（最大６４万人）

医療機関の受診 約１３００万人～２５００万人

流行期の期間 約８週間

流行の数 複数

政府ガイドラインでの想定(スペインインフルエンザを想定）

政府ガイドラインの想定で対策を立案し、実際に発生した新型インフルエンザの特徴で実施すべ
き対策を判断、運用のしやすいBCPであること。

想定毎にBCPを策定するのではなく、状況により対策が選べるBCP

BCPチェックポイント！
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業務の優先度と継続業務を決めていること

業務の優先順位

１．社会機能維持業務

２．会社の存続に必要な業務

３．AA業務

４．BB業務

５．CC業務

６．DD業務

７．EE業務

８．FF業務

９．その他（上記に含まれない業務）

継続業務

１．社会機能維持業務

２．会社の存続に必要な業務

パンデミック時の追加業務

①．リスクコミュニケーション対策

②．感染拡大防止策

③．業務プロセス変更に伴う作業

状況により休止・縮小を検討する業務

３．AA業務

４．BB業務

５～９．・・・・・

休
止
を
検
討
す
る
順

通常時（すべて実施） 感染拡大時の業務

パンデミック時の追加業務を含めた継続業務の定義

BCPチェックポイント！
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継続業務と休止（縮小）業務を決める

社会機能維持に関する業務か

最終ユーザーは誰か

地域での位置づけ、役割

パンデミック時の需要

企業存続に必要か（倒産回避）

戦略の策定：継続するか、休止するか

事業者としてのＢＣＰ策定方針を定め、継続・休止戦略を策定します。あらかじめ、継続業務を
決めておくと、対策の検討もスムーズに行うことができます。

継続業務は原則、いかなる場合も継続する。休止業務は、状況に応じて休止または縮小する。
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対策のトリガーが設定されていること

• WHOのフェーズ

• 政府の段階

• 地域での感染者発生状況（注意報、警報）

• 自社での欠勤率

• 業務チームの欠勤率 など

WHOのフェーズは、政府の段階だけでなく、きめ細かい対策の実施判断ができるよう、トリガー
（対策発動の引き金）を決めておき、新型インフルエンザ発生時には常にウォッチしておきます。
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対策発動の考え方（例示）

海外発生 国内発生 地域発生
事業所内
発生

高欠勤率
社内新規
感染者1
週間なし

地域安全
宣言

政府終息
宣言

リスクコミュニケーション 開始 強化
さらに強
化

縮小 縮小 終了

健康管理
訓練・開
始

開始 内容強化 縮小 縮小 終了

発熱者のスクリーニング 準備 開始 終了

時差通勤 (※） 訓練 開始 終了

自動車通勤(※） 訓練 開始 終了

在宅勤務（※） 準備 訓練 開始 縮小 終了

パソコン会議・Ｗｅｂ会議・電話
会議(※：在宅勤務と同じ扱い)

準備 訓練 開始 推進 縮小 終了

テレビ会議 準備 開始 終了

スプリットオペレーション（※） 準備 訓練 開始 終了

クロストレーニング（※） 準備 訓練

要員シフト（※） 準備 開始 終了

業務縮小（※） 準備 一部開始 範囲拡大 終了

トリガー

対策

※印： 弱毒性と判明した場合は実施を見合わせるか、実施していた場合は終了する。 ただし、欠勤率によって対策を再開する。

各拠点ごとに施策レベルを検討する
（権限委譲）

2週間 4日

政府訓練での想定期間
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対策発動に関する説明

 準備： （想定された期間内で可能な準備）

– 必要な機器の設置・点検、個人への配布、備品の追加購入

– 最新マニュアルの確認と配布、対策の開始時期を事前告知する。訓練の準備

 訓練： （想定された期間内で可能な訓練）

– 最終事前確認

– 対策の試行、部分的な先行実施

 開始： （⇔終了）

– 対策そのものの開始。

– 体制やモードが変わり、関係者への宣言・告知が伴う。

 推進： （⇔縮小）

– 対策を積極的に実施する。原則として他の方法を許可しない。

 強化、拡大： （⇔縮小）

– 実施頻度や手段を増やす。対策の範囲を広げる。
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リスクコミュニケーション対策 （例示）

海外発
生

国内発
生

地域発
生

事業所
内発生

高欠勤
率

社内新
規感染
者1週間
なし

地域安
全宣言

政府終
息宣言

①政府対策、全社対策の通
知

開始
内容強
化

手段強
化

終了

・安全衛生部、総務との連
絡

開始 終了

・社員への情報発信（出張
制限、健康管啓発、感染状況
など）

準備 開始 強化
さらに強
化

縮小 終了

・取引先との相互情報連携 準備 開始 強化 終了

②定例対策会議の召集（テレ
ビ会議等を利用）

訓練 開始 強化 終了

③IT部門での対策実行状況
の開示

開始 終了

④関連部署へのIT業務継続
状況（縮小、休止）の連絡

縮小開
始連絡

休止範
囲拡大
連絡

業務再
開連絡

⑤休業中社員との定時連絡 訓練 開始 終了

トリガー

対策

感
染
力
・病
原
性
に
よ
っ

て
は
実
施
を
見
合
わ
せ

る
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業務に対する影響が把握されていること

継続業務に対する影響

感染リスク

要員の調達

サプライチェーンでの影響

財務的な影響

休止業務に対する影響

売上げ減による財務的な影響

業務を継続することでの感染拡大リスクはないか

欠勤率40％時にも、必要な要員が確保できるか
パンデミック時の追加業務も考慮し、要員は充分か

事業継続に必要な製品やサービスの供給
が受けられるか

追加費用や支払いなど財務面で影響はないか

売上げ減で固定比率が増えることでの
財務的な影響はないか
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感染リスクの調査（例）

壁

2m以上

机

対面

2m以内

個室

感染リスク高 低

従業員やお客様への感染リスクの有無を、人との間隔や対面で行うかどうか調査します。通
勤時の感染リスク、不特定多数の人との対面か、業務遂行中の動線なども調査します。

業務遂行場所のレイアウト確認
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要員調査が実施されていること

継続業務に必要な要員について調査し、欠勤率が高くなった場合の影響を確認します。業務を
継続するために、どのようなスキルや資格が必要か、何人必要かを確認します。

必要人数と要求スキル

必要な資格（免許、認定、国家資格）

現行の契約形態（社員、派遣、協力会社）

不足要員・不足スキルの確認

パンデミック時の想定

欠勤率、業務量、追加業務

クリティカル・パーソンが確認されていること

BCPチェックポイント！
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複数の業務継続対策が準備されていること

1つの対策ではなく、状況に応じて対策を組み合わせることが可能であること

1. コミュニケーション対策

• 情報収集、伝達に対する４W1Hの検討

2.集団感染を防ぐための対策

• 分散勤務、シフト勤務など

3.要員確保のための対策

• 代替要員の確保、トレーニングの実施など

4.少ない人数で業務を行う対策

• サービスレベルの見直し、実施方法の変更など

感染防止策、要員確保の対策 以外にも対策を検討していること

BCPチェックポイント！
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感染予防とBCP

•栄養と休養
•ワクチン接種
•健康管理（検温）

•咳エチケット
•手洗いの励行
•マスク着用
•清掃消毒

•備蓄

•人ごみを避ける
•感染者スクリーニング

•在宅勤務
•分散勤務
•時差出勤
•公共交通機関を使用しない

通勤方法

•休憩時間のシフト
•集会の自粛
•出張の制限

•濃厚感染疑い者の自宅待機

•優先業務への要員シフト
•業務形態の変更
•業務の休止・縮小
•代替要員の調達
•事前業務トレーニング

•電話会議
•パソコン会議
•メール/FAXの利用

•在庫の積み増し等

感染予防策・感染拡大防止策
事業継続計画

リスクコミュニケーション（情報収集、情報発信）
全体とりまとめ・周知教育

追加資料
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スプリット・オペレーション(1/2)

デュアルオペレーション： 地震対策用に設置されたバックアップオフィスなどを利用し、2ヶ所 で
同じ業務を継続させる。片方のチームで感染者が出てそのチーム全員が濃厚接触者となり自宅
待機になった場合も、もう一方のチームで業務が継続できる

チームＡ
チームB

地震の場合は
切り替えて運用

パンデミックの場合は
２ヶ所で同じ業務を継続

本番
バック
アップ

本番 本番
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スプリット・オペレーション（2/2)

班交代制勤務： 2つのチームに分割し交代で出勤する。出勤チームから感染者が出た場合は、
自宅待機チームが出勤することで業務を継続する。

チームＢ （自宅待機・クリーンチーム）

チームＡ （出勤・感染の疑いがある）

感染者が出たためチーム全
体が自宅待機へ

交代で出勤。業務を
継続

チームA チームB

月 出勤 休み

火 在宅勤務 出勤

水 出勤 在宅勤務

木 在宅勤務 出勤

金 出勤 在宅勤務

土 休み 出勤

交代勤務シフト（例）
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在宅勤務に関する考慮点
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参考： パンデミック段階毎の対策イメージ

出典： 日本銀行 金融高度化セミナー 「新型インフルエンザ対策の理解と実施のポイント」
http://www.boj.or.jp/type/release/adhoc09/fsc0902a.htm
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リスクコミュニケーション

いつ 誰が どこに対して どのような内容を どうやって伝えるか

国外発生時 リスク管理部 全社員 新型インフルエンザ警告 一斉メール、ホームページ

関係者・該当者 帰国勧告、出張制限 テレビ会議、電話会議

国内発生時 パンデミック対
策本部

全社員・関係者 BCP発動宣言

国内移動制限、健康管
理開始指示、業務縮退
準備

館内放送、電話会議、テレビ会
議、朝礼、ホームページ、メー
ル、等

社外関係者 メール、FAX

第三段階 パンデミック対
策本部

関係者全員 非重要業務停止指示

自宅勤務指示

一斉メール、ホームページ

発動期間中 社員 健康管理窓口 健康状態の報告 メール、安否確認システム

健康管理室 地域保健所 発症者情報の報告 FAX

リスク管理部 関係者全員 感染者発生情報 ホームページ

小康期 業務責任者 関係者 一部業務再開指示 メール、電話

終息宣言発令
時

パンデミック対
策本部

全社員・関係者 BCP終了宣言

業務復帰（再開）指示

一斉メール、ホームページ

段階ごとに、誰が何をどうやって伝えるかを決めておきます。発信する内容は、予め準備しておき、
正しく伝わるか、正しく行動できるか 訓練によって確認します。
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啓発・訓練を行っていること

 熱があるときは出社を控える

 咳エチケット

 手洗い など

 リスクコミュニケーション

 在宅勤務訓練

 班交代制勤務の訓練

 クロストレーニング など

啓発

訓練

訓練を通じて、対策の見直しを継続的に行っていること。策定されたマニュアルが実行可能
な状態になっていること。

検討された対策によって異なる

様々なレベル、方法で訓練を実施していること

BCPチェックポイント！
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訓練の方法
訓練の目的によって、訓練方法を選択します。

■ エクササイズ または トレーニング、ドリル

：手順の確認や習得を 個別に実施する

：習得目標を設定し、達成できるように練習する

例）手洗い、ＰＰＥの装着、発熱スクリーニング、ＰＣ操作訓練、業務訓練 など

■ ウォークスルー または シミュレーション

：シナリオに沿って、全体の対策の流れを確認する

：指示・判断系、業務別対策の整合性を確認する

：ＢＣＰの改善点の確認、経験を積むことが目的

例）安否確認、在宅勤務、リスクコミュニケーション など
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今後の展望

1. 対策は一つではなく、いくつかの選択肢を準備すること

 状況に応じての使い分け、組み合わせを想定。柔軟な適用。

 感染力、毒性による対策選択を可能にする

 地域毎の細やかな判断を可能にする

2. リスクコミュニケーションのレベル、方法を見直すこと

 地域への権限委譲を想定した、自治体との情報連携

 必要な情報の整理

 入手・発信媒体の確認

3. 関係者とＢＣＰを確認すること

 意見交換、合同訓練・シミュレーションの実施
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ご清聴ありがとうございました

深谷純子 sumiko@jp.ibm.com


